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● JPFP 総会開催 ~UNFPA 事務局⻑を迎えて~ 

 

国際人口問題議員懇談会（JPFP）は、３月 17 日、来日中のババトゥン

デ・オショティメイン国連⼈⼝基⾦（UNFPA）事務局⻑、アーサー・

エルケン UNFPAアジア太平洋地域事務所⻑をゲストに迎え、総会を開

催しました。開会挨拶の中で、谷垣禎一 JPFP会⻑は、2050年に地球

人口は 90 億を超えると予想され、環境問題や⾷料安全保障の問題も深

刻化する一方、日本を先頭として少子高齢化が進む中、経済的に活⼒の

ある高齢社会の構築に向けた取り組みが必要となっていることから、「世界初の人口・開発に取り

組む超党派議連として、JPFP が多様化する人口問題に対応し、より積極的な役割を果たしていく」

重要性を強調しました。 

 

続いて、オショティメイン UNFPA 事

務局⻑は講演を⾏い、UNFPA 創設時

からの日本の財政的・政治的支援に

感謝を述べ、JPFP がこれまで世界各

地域の人口・開発分野の議員活動に

おいて担ってきた重要な役割に賛辞

を贈りました。仙台市での第 3 回国連防災世界会議への参加を踏まえ、「災害リスクの軽減や復興

においては、⼥性や⼥児を被災者としてではなく、解決の担い⼿として復興の中⼼に据えなければ



ならない」と強調しました。災害時でも妊産婦へのサービス提供が必須であり、またそのよう状況

下ではジェンダーに基づく暴⼒が増える傾向にあることから、この問題への取り組みの強化を訴え

ました。さらに、こうした課題に加え、⼥性・⼥児の権利、⼥性のエンパワーメント、若者のリプ

ロダクティブ・ヘルス（RH）サービスへのアクセスといった分野が、今年 9 月に採択予定である

ポスト 2015 年開発アジェンダに取り込まれるよう、JPFP を通じて日本政府に働きかけていただ

きたいと呼びかけました。 

 

続いて、島尻安伊子 JPFP 事務総⻑の進⾏のもと、平

成 26年度 JPFP事業の報告も⾏われ、9 月にアジア人

口・開発協会（APDA）が実施したザンビアでの日本

信託基⾦（JTF）事業について、参加した増子輝彦 JPFP

副会⻑、⻑浜博⾏ JPFP副会⻑が発表を⾏いました。 

 

増⼦副会⻑は、この事業が、アフリカをはじめ

とする途上国の人口・開発分野の ODA の透明性

と説明責任の向上に資することができ、グッド

ガバナンスと⺠主化を進めるきっかけとなった

ことを報告しました。具体的には、７年程前に

は、アフリカ参加議員のほとんどの国では ODA 

の議会報告がなされておらず、ODA 情報の入手が困難でしたが、今ではウガンダとザンビアでは

議会報告が⽴法化され、さらにケニアでも参加した議員を通じて憲法の改定プロセスに貢献すると

ともに、⽴法の動議が出されました。そしてインドでも⼤統領への提⾔が⾏われ、インドネシアで

も⽴法化の協議が⾏われるなど、すべての参加国で何らかの成果が⽣まれたことを紹介しました。 

 

⻑浜副会⻑は、ザンビアの若者に対する RH サービス提供プロジェクトの視察を通じ、若者⾃⾝が

どう考え、取り組んでいるかを理解することの重要性を取り上げました。また、ザンビアの⼥性の

貧困削減、社会参画に貢献しているバナナペーパー1の事業についても意⾒交換を⾏うことができ、

大変有意義なプログラムであったと述べました。 

 

                                                  
1 オーガニックのバナナ茎から取った「バナナ繊維」を使用し、日本の和紙技術を使って生まれた質の⾼いフェアトレード紙。森林や

野生動物の減少などの環境問題と、途上国の貧困問題や⼥性の⾃⽴⽀援といった社会課題の両⽅を解決したいという想いから⽣まれま

した。商品名は One Planet Paper® http://oneplanetcafe.com/ 



続いて、武⾒敬三 JPFP 幹事⻑/人口と開発に関するアジア議員フォーラ

ム（AFPPD）議⻑からは、AFPPD 事務局の正常化とガバナンス、トラン

スペアレンシー、アカウンタビリティの向上に向け、AFPPD にタスクフ

ォースを⽴ち上げ、改善を図っているとの報告がなされました。 

 

川⽥龍平 JPFP 幹事は、現在、列国議会同盟（IPU）のアジア・太平洋地

域におけるエイズに関するアドバイザリーグループの委員として活動し、

国内では⼥性の⽣涯にわたる健康を守るための法律づくりも進めており、

今後も会議等への参加を通して、国内外を問わず積極的に協⼒していきた

いと述べました。 

 

⾕垣会⻑の議事のもと、決議事項として、平成 27年度事業計画および予算案が決議され、新役員

⼈事として、逢沢⼀郎 JPFP 副会⻑の会⻑代⾏就任、および武⾒ JPFP 幹事⻑の国際協⼒部会⻑就

任が決議され、その他の役員に関しては各党からの推薦を受けて議⻑⼀任とすることが決議されま

した。 
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